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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、農林業センサスの複数年次のミクロデータからの匿名データならび
に、一般に配布可能な疑似データの作成技法を検討し、データ利用上の問題点を明らかにすることである。本研
究の遂行の結果、疑似データについては、符号表をもとに、データ配列を再現できる疑似データセットを作成す
ることができた。また、匿名データについては、近年の法人経営の規模拡大を鑑み、トップコーディングにとも
なう情報量の減少について、都道府県ならびに市町村で検討した。その結果、トップコーディングにより、当該
経営自体の数値が大幅に変化することや、データの利用が困難になる市町村が多数発生することが明らかとなっ
た。

研究成果の概要（英文）：This research aimed to examine the techniques for creating anonymized 
microdata and pseudo microdata from the microdata of the Census of Agriculture and Forestry and 
clarify the problems in data use. 
The results of this study revealed the following: (1) We could develop a technique for creating a 
pseudo-dataset for the Census of Agriculture and Forestry based on the codebook we compiled. (2) We 
analyzed changes in the information associated with the top coding of the Census of Agriculture and 
Forestry each prefecture and municipality. In the microdata of the Census of Agriculture and 
Forestry, our research attributed a significant change of the information of the microdata to the 
top coding. We pointed out that it would become a significant constraint in creating anonymized 
microdata for the Census of Agriculture and Forestry.

研究分野： 農業経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究で取り組んだ公的農林水産統計における匿名データや疑似データの検討は、調査票情報の高度利用ととも
に、公的統計の基本計画に明記されているが、実現されてこなかったものである。本研究の遂行により、疑似デ
ータは調査票情報の二次的利用に寄与し、匿名データについては、秘匿可能性の観点から課題を明らかにするこ
とができた。これらは、公的農林水産統計の二次的利用の促進において、大きな学術的意義や社会的意義を有す
るといえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



 

 

様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

2007 年 5 月に全面改正となった統計法では、概ね５年を見据え基本計画（公的統計の整備に関
する基本的な計画）が策定されてきており、現在は、第Ⅲ期基本計画の時期にある（2020 年 6

月閣議決定）。匿名データの提供や疑似データの作成は、統計データの有効活用の推進に寄与す
るものとして、従前の基本計画において記載されてきた。しかし、匿名データは総務省と厚生労
働省のいくつかの統計調査、疑似データは総務省の「全国消費実態調査」と「就業構造基本調査」
のわずか二調査の作成にとどまっている。また、経済産業省所管の統計調査については、研究会
設置後、事業所・企業の主体的特質により、秘匿性を確保できないことを理由に、匿名データを
作成しないことが決定している。農林水産統計では、匿名データの検討はなされていないが、家
計（世帯）と企業の複合体としての主体的特質を持つ農家の匿名データの作成は、十分に検討の
余地が残されていると考える。 

 

２．研究の目的 

上記の背景をふまえ、本研究では、農林業センサスの複数年次のミクロデータ（個票：調査票
情報）からの匿名データならびに、一般に配布可能な疑似データの作成技法を検討し、データ利
用上の問題点を明らかにすることを目的とした。 

 

３．研究の方法 

本研究では、上記の通り設定した課題に基づき、農林業センサスを対象に、匿名データ並びに
疑似データの検討を行った。検討に先立ち、公的統計における匿名データの二次的利用の提供状
況の整理を行い、疑似データについては、ミクロデータの符号表をもとに、データ配列を再現で
きるデータセットを作成した。また、匿名データについては、近年の法人経営の規模拡大を鑑み、
トップコーディングの影響について検討を行った。本研究は、統計法の改正による二次的利用上
の変更点を考慮し、当初２カ年の計画を１年延長し、３カ年で実施した。本研究では研究メンバ
ー間で定期的に研究成果の共有化を図るとともに、必要に応じて、外部有識者からの評価・助言
を受けた。 
 
４．研究成果 
（1）研究成果の概要 
本研究では、公的統計の二次的利用促進に向け、推進が行われている匿名データならびに疑似

データについて、農林業センサスによる検討を行った。疑似データについては、ミクロデータの
符号表をもとに、データ配列を再現できるデータセットを作成し、有用性が確認できた。匿名デ
ータの検討については、具体的には、都道府県、市町村別のデータ対象に、トップコーディング
による情報量への影響について検討を行った。その結果、トップ３のトップコーディングにより、
当該経営自体の数値が大幅に変化するとともに、客体数が 3未満であるために、トップコーディ
ングにより、データの利用ができなくなる市町村が多数発生することが明らかとなり、匿名デー
タにおいて地域性の観点からは、大幅な制限が加わることが明らかとなった。 
 
（2）公的統計における疑似データおよび匿名データの作成、提供状況 
公的統計における疑似データおよび匿名データの作成、提供状況についてみていく。疑似デー

タは、統計センターにより作成された、全国消費実態調査の教育用データがあるが、それ以外の
疑似データは作成されていない。また、匿名データは、総務省と厚生労働省の 7 調査で作成さ
れ、2010～16 年の 7 年間で 258 件の提供実績があるが、農林水産統計は匿名データの作成が行
われていない。経済産業省所管の統計調査については、研究会設置後、事業所・企業の主体的特
質により、秘匿を守ることができないことを理由に、匿名データを作成しないことが決定されて
いた。農林水産統計では、匿名データの検討はなされていないが、家計（世帯）と企業の複合体
としての主体的特質を持つ農家の匿名データの作成は、十分に検討の余地が残されていると考
え、本研究において検討を行った。 
 
（3）農林水産統計における匿名データ作成可能性について 
上述の通り、本研究では大きく二つの研究課題を設定していたが、疑似データについては、上

述の通り、ミクロデータの符号表をもとに、データ配列を再現できるデータセットを作成し、有
用性が確認できた。以下では、もう一つの研究課題である、匿名データ作成可能性に関する検討
結果について概要を述べる。 

 
①接近方法 
農林水産統計における匿名データ作成可能性は、次のような方法で検討を行った。第一に、都

道府県と市町村別データを対象に、トップ３の客体について抽出する。第二に、トップ３が存在
しない市町村について、秘匿措置が困難な地域（都道府県・市町村）と位置づけ、その数をカウ
ントする。第三に、トップ３が存在する地域の抽出した客体に対する集計を行う。具体的には、



 

 

都道府県別、市町村別に平均値を算出し、算出した平均値とトップ３の数値との偏差をとり、匿
名化にともなう情報量の損失の影響を考察する。本研究では、外形的に容易に把握可能で露見リ
スクが高い項目として、総経営耕地面積、経営耕地面積のうち、田、畑、樹園地、牛飼養頭数、
豚飼養頭数、採卵鶏飼養羽数、ブロイラー飼養羽数の 8項目を選定し、クロス項目として家族経
営か否かを用いて集計を行った。なお、トップ３の客体について集計を行っているが、そもそも
当該都道府県、市町村の客体数が３未満のところもある。こうした都道府県・市町村では、トッ
プコーディングができないため、匿名データとして加工が困難であるため、客体数が３未満の都
道府県・市町村数を「秘匿不能件数」として集計し、件数を把握することとした。 
 
 ②結果の概要 
（ア）都道府県に対する結果の概要（表１） 
 都道府県に対する結果の概要についてみていく（表１）。まず、秘匿不能件数については、経
営耕地にかかわる４項目はすべてゼロとなったが、畜産の飼養頭羽数については、豚飼養頭数の
家族による経営で１、家族による経営以外で７、採卵鶏飼養羽数の家族による経営以外で２、ブ
ロイラー飼養羽数の家族による経営で８、そして家族による経営以外で 13という結果となった。 
 次に、トップ３における平均値についてみていく。まず、総経営耕地面積でみると、家族によ
る経営では、第１位が約 104ha、第２位が約 68ha、第３位が約 56ha、他方、家族による経営以
外では、第 1位が約 300ha、第２位が 197ha、第３位が 166haであり、各都道府県のトップ３の
経営体の規模は、かなり大規模であることがわかる。ただ、第 3位を１とした場合の第 1位、第
2位との比率は、４種類の経営耕地面積では、対第 2位が 1.2～1.4倍、対第 1位は 1.8～2.4倍
であり、トップ３の中でも、大きな格差があることも指摘できる。次に、畜産の飼養頭羽数でみ
ていく。牛飼養頭数の平均値は、家族による経営では、第１位が約 1682頭、第２位が約 1001頭、
第３位が約 730頭、他方、家族による経営以外では、第 1位が約 2972頭、第２位が 1713頭、第
３位が 1309頭であり、総経営耕地面積と同様、各都道府県のトップ３の経営体の規模は、かな
り大規模であることが指摘できる。そして、第 3 位を１とした場合の第 1 位、第 2 位との比率
は、４種類の頭羽数では、対第 2位が 1.2～2.1倍、対第 1位は 1.9～6.1倍であり、トップ３の
中でも、大きな格差があることも指摘できる。 
 次に、トップ 3の結果に対して、トップコーディングを行った場合の影響について、それぞれ
の項目の第 1位と第 3位との平均偏差の区間をみることで、影響の大きさをみていく。 
まず、総経営耕地面積の家族による経営をみると、第 1 位との平均偏差の最小値は 0.55ha、最
大値は 560.7ha、第 3位との平均偏差の最小値は-385.3ha、最大値は-0.6ha、他方、総経営耕地
面積の家族による経営以外では、第 1位との平均偏差の最小値は 4.2ha、最大値は 425.2ha、第
3位との平均偏差の最小値は-260.9ha、最大値は-2.7haであり、平均偏差の区間は、広いことが
指摘できる。こうした結果は、上述したように、各都道府県内のトップ３の値の差が大きいこと
に起因するものであるが、秘匿措置により、トップ 3の値が平均化された場合でも、トップ３の
経営耕地面積の差があまりなければ、数値の変化は 1ha未満にとどまるが、他方で、トップ３の
経営耕地面積の差が大きければ、500ha以上の差が生じる可能性があることを示唆する。経営耕
地面積の４項目では、対第 1位は、最小値が 0.13～4.2ha、最大値が 42.4～628.2ha、対第 3位
は、最小値が-521.8～-27.5ha、最大値が-2.7～-0.17haとなり、地目では田、家族による経営よ
りも、家族による経営以外で影響が大きいことが明らかとなった。 
次に、畜産の飼養頭羽数についてみていく。まず牛の飼養頭数の家族による経営をみると、第

1 位との平均偏差の最小値は 20.0 頭、最大値は 4369.3 頭、第 3 位との平均偏差の最小値は-
2509.7頭、最大値は-19.3頭、他方、牛の飼養頭数の家族による経営以外では、第 1位との平均
偏差の最小値は 11.0頭、最大値は 5059.0頭、第 3位との平均偏差の最小値は-2676.0頭、最大
値は-10.0頭であり、経営耕地面積と同様に、平均偏差の区間は広く、秘匿措置により、トップ
３の飼養頭数規模の差が大きければ、5000 頭以上の差が生じる可能性があることを示唆する。
畜産の飼養頭羽数の４項目では、対第 1位は、最小値が 11.0～47533.3頭羽数、最大値が 4369.3
～22525937.0頭羽数、対第 3位は、最小値が-11759063.0～-2509.7頭羽数、最大値が-28466.7
～-10.0頭羽数となり、畜種では大家畜よりも中小家畜において値が大きくなり、経営耕地面積
と同様に、家族による経営よりも、家族による経営以外で影響が大きくなることが明らかとなっ
た。 
 
（イ）市町村に対する結果の概要（表２） 
次に、市町村に対する結果の概要についてみていく（表２）。該当の市町村数は、家族による

経営が 1879、家族による経営以外が 1877となっている。まず、秘匿不能件数については、経営
耕地にかかわる４項目は、家族による経営では 24～255、家族による経営以外では 290～1153と
いう結果となった。秘匿不能件数が大きな樹園地では、家族による経営では 13.6％、家族によ
る経営以外では、61.4％の市町村が秘匿のため、利用できなくなる可能性が示唆された。一方、
畜産の飼養頭羽数については、牛飼養頭数の家族による経営が 654ともっと小さな値であり、家
族による経営では 654～1724、家族による経営以外では、1623～1855という結果となった。ブロ
イラーの家族による経営以外では 89.5％の市町村が秘匿のため、利用できなくなる可能性が示
唆された。以上の結果の背景には、そもそも該当データが存在しない市町村も多くあることがあ



 

 

る。秘匿不能件数の内数として、データ利用できない市町村を掲載している（表１の「うち客体
数ゼロ」）。秘匿措置によって利用不可となる市町村の比率を算出すると、経営耕地面積では、樹
園地の家族による経営以外が 25.4％と最も高く、畜産の飼養頭羽数では、採卵鶏の家族による
経営が 35.2％と最も高い比率となった。 
 次に、トップ３における平均値についてみていく。まず、総経営耕地面積でみると、家族によ
る経営では、第１位が約 29.0ha、第２位が約 20.4ha、第３位が約 17.0ha、他方、家族による経
営以外では、第 1位が約 67.1ha、第２位が 33.9ha、第３位が 24.3haであり、各市町村のトップ
３の経営体の規模は、大規模ではあるが、上述の都道府県のトップ３の平均値と比べると、規模
が小さくなっていることがわかる。第 3位を１とした場合の第 1位、第 2位との比率は、４種類
の経営耕地面積では、対第 2位が 1.2～1.6倍、対第 1位は 1.7～4.1倍であり、トップ３の中の
格差は、都道府県の結果よりも拡大していることが指摘できる。次に、畜産の飼養頭羽数でみて
いく。牛飼養頭数の平均値は、家族による経営では、第１位が約 289頭、第２位が約 158頭、第
３位が約 122頭、他方、家族による経営以外では、第 1位が約 721頭、第２位が 392頭、第３位
が 331頭であり、総経営耕地面積と同様、各市町村のトップ３の経営体の規模は、大規模ではあ
るが、都道府県のトップ３の平均値と比べると大幅に縮小していることも指摘できる。そして、
第 3位を１とした場合の第 1位、第 2位との比率は、４種類の頭羽数では、対第 2位が 1.0～1.5
倍、対第 1位は 1.2～5.2倍であり、トップ３の中でも、格差があることも指摘できるが、経営
耕地面積と同様、都道府県の結果と比べて、その差は縮小している。 
 次に、トップ 3の結果に対して、トップコーディングを行った場合の影響について、それぞれ
の項目の第 1位と第 3位との平均偏差の区間をみることで、影響の大きさをみていく。まず、総
経営耕地面積の家族による経営をみると、第1位との平均偏差の最小値は0ha、最大値は709.0ha、
第 3位との平均偏差の最小値は-682.0ha、最大値は 0ha、他方、総経営耕地面積の家族による経
営以外では、第 1位との平均偏差の最小値は 0ha、最大値は 848.1ha、第 3位との平均偏差の最
小値は-489.7ha、最大値は 0haであり、平均偏差の区間は都道府県の結果よりも拡大しているこ
とが指摘できる。また、対第 1位での最小値、対第 3位との最大値がゼロになっていることも指
摘できる。こうした結果は、各都道府県内の結果でも指摘したように、市町村内のトップ３の値
の差が大きいこと、そしてトップ３の数値がともに同じ値であることに起因するものである。秘
匿措置による影響は、都道府県よりも大きなものがある一方で、トップ３の値がすべて同じ場合
には、秘匿の効果がなく、トップ４以降で、トップ３までとは異なる値が出てくる順位まで秘匿
の対象になることを示唆する。経営耕地面積の４項目では、対第 1 位は、最小値が 0～0.03ha、
最大値が 56.5～848.1ha、対第 3位は、最小値が-722.0～-28.4ha、最大値が-0.03～0haとなり、
地目では田と畑、家族による経営よりも、家族による経営以外で影響が大きいことが明らかとな
った。 
次に、畜産の飼養頭羽数についてみていく。まず牛の飼養頭数の家族による経営をみると、第

1位との平均偏差の最小値は 0頭、最大値は 7439.3頭、第 3位との平均偏差の最小値は-3831.7
頭、最大値は 0頭、他方、牛の飼養頭数の家族による経営以外では、第 1位との平均偏差の最小
値は 0 頭、最大値は 5019.3 頭、第 3 位との平均偏差の最小値は-3122.7 頭、最大値は 0 頭であ
り、経営耕地面積と同様に、平均偏差の区間は広く、秘匿措置により、トップ３の飼養頭数規模
の差が大きければ、5000 頭以上の差が生じる可能性があることを示唆するものであり、対第 1
位と対第 3位の最小値、最大値にゼロがあること以外は、都道府県と類似の結果となった。畜産
の飼養頭羽数の４項目では、対第 1 位は、最小値が 0～733.3 頭羽数、最大値が 5019.3～
23406666.7頭羽数、対第 3位は、最小値が-11858333.3～-3122.7頭羽数、最大値が-466.7～0頭
羽数となり、畜種では大家畜よりも中小家畜において値が大きくなり、経営耕地面積と同様に、
家族による経営よりも、家族による経営以外で影響が大きくなることが明らかとなった。 
 
③ 今後の研究の方向性 
 以上、本研究では、公的統計の二次的利用促進に向け、推進が行われている匿名データならび
に疑似データについて、農業統計での検討を行った。農業においては、近年、高齢化による離農
の一方で、法人化した農業経営の規模拡大が急速に進んできている。こうした傾向は、匿名デー
タで実施されるトップコーディングの必要性を喚起するものであり、本研究では、トップコーデ
ィングにともなう情報量の減少について、都道府県ならびに市町村で検討した。その結果、トッ
プ３のトップコーディングにより、当該経営自体の数値が大幅に変化するとともに、客体数が 3
未満であるために、トップコーディングにより、データの利用ができなくなる市町村が多数発生
することが明らかとなった。 
 都道府県では、客体数が３未満であるために、利用ができなくなるということは、ほとんど起
こらなかったが、都道府県でのトップコーディングは、地域コードが都道府県までであり、市町
村以下の地域コードは利用できないことを意味する。同様に、市町村でのトップコーディングは、
地域コードが市町村までであり、旧市区町村以下の地域コードは利用できないことを意味する。
地域性を有する農業において、このような地域コードの除去が、ユーザビリティの低下に結びつ
くのかどうかについて、さらに検討を進める必要性があることが明らかになった。 
 最後に、統計行政の変化についても言及しておく。本研究の実施期間において、統計法の改正
が行われ、リモートアクセスによるオンサイト施設での二次的利用が可能となった。こうした統



 

 

計法の改正を受け、全国各地でのオンサイト施設の開設が進んでいる。リモートアクセスによる
オンサイト施設において、データ利用が可能になる環境を整えることが肝要であり、メタデータ
の整備とそれに基づく、疑似データの作成は、新たなデータ利用方式の中においても、円滑なデ
ータ利用という点では大きく貢献するものであると考えるが、一方で、匿名データの位置づけを
どのように考えるのか、検討が必要であると考える。冒頭で述べたように、経済産業省では、か
つて匿名データの作成は断念していたが、再度検討が行われている。他府省の動向をふまえ、農
林業センサスでも適用可能か、継続的な検討が必要である。 
 
 
 

表１ 秘匿措置の影響（都道府県） 

出所：研究成果より作成。 
注：表中、平均値ならびに偏差の単位は、経営耕地面積が a、畜産飼養数が頭羽数である。 
 
 
 

表２ 秘匿措置の影響（市町村） 

出所：研究成果より作成。 
注：表中、平均値ならびに偏差の単位は、経営耕地面積が a、畜産飼養数が頭羽数である。 
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